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環境人材育成を実践している
国内の大学・大学院の具体例

資料１
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議論のポイント

環境系の専攻・学科環境系の専攻・学科環境系の専攻・学科

一般の大学
全726大学（Ｈ17）

一般の大学一般の大学
全全726726大学（Ｈ大学（Ｈ1717））

専門課程
（初期）

専門課程専門課程
（初期）（初期）

教養課程
（一般教育）

教養課程教養課程
（一般教育）（一般教育）

副専攻
（選択）

副専攻副専攻
（選択）（選択）

環境系大学院
76研究科（Ｈ19）

環境系大学院環境系大学院
7676研究科（Ｈ研究科（Ｈ1919））

環境系大学
179大学（Ｈ17）

環境系大学環境系大学
179179大学（Ｈ大学（Ｈ1717））

学際指向の
専攻・学科
（環境学科）

学際指向の学際指向の
専攻・学科専攻・学科
（環境学科）（環境学科）

既存の学問分野に
根ざす専攻・学科

（環境…学科）

既存の学問分野に既存の学問分野に
根ざす専攻・学科根ざす専攻・学科

（環境（環境……学科）学科）

企業活動・行政等において、環境対策を実践する人材（環境分野以外の
技術者、経営者・一般社員、官庁・自治体等での政策立案・実施者、ＮＧＯ

/ＮＰＯ・研究機関の職員、等）

環境問題の専門家
（スペシャリスト）

公害・省エネ・自然保護等

環境問題の専門家
（ジェネラリスト）

環境政策立案・実施等

企業活動等で環境対策
を実践する人材

環境系でない一般の専攻・学科に対して、環境人材育
成に向けたプログラム・仕組みを導入するとしたらそれ

はどういったものとなるか？

環境系専攻・学科において、環境だけでなく経済・社
会の側面も統合して、職務を追求できる環境人材育

成のプログラム等はどうあるべきか？

大学・大学院における環境人材の育成

一般の大学院
全598研究科（Ｈ19）

一般の大学院一般の大学院
全全598598研究科（Ｈ研究科（Ｈ1919））

専門教育
（実務志向）

専門教育専門教育
（実務志向）（実務志向）

一般（非環境系）の専攻・学科一般（非環境系）の専攻・学科一般（非環境系）の専攻・学科

専門教育
（学術志向）

専門教育専門教育
（学術志向）（学術志向）

高等教育機関における環境人材の育成高等教育機関における環境人材の育成高等教育機関における環境人材の育成
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環境系学部・学科の成立の経緯

工学部

母体となった学部等

教育学部
（国立・旧師範系）

教養部

Ｔ大学工学部建築・社会環境工学科
Ｒ大学ｼｽﾃﾑ工学部環境ｼｽﾃﾑ学科

Ｓ大学工学部環境共生学科
など

なし（新設）

Ｂ大学発達科学部人間環境学科
Ａ大学教育文化学部人間環境課程

Ｆ大学教育地域科学部地域環境コース
など

Ｏ大学環境理工学部
Ｎ大学環境科学部

ＴＳ大学総合科学部自然システム学科
など

Ｈ大学人間環境学部
Ｋ大学環境情報学部
Ｄ大学情報環境学部

など

設置に至る経緯 設置された環境系学部・学科の例

工学の専門分野の中で環境専
門または環境の視点も含めた
研究を行う学部・学科を設置し、
工学系の教員をそこへ配置。

教員養成の役割を転換し、
環境系の新設学部・学科を

設置し教員を配置。

教養部を解体して環境に関
する研究を行う学部・学科を

新設し教員を配置。

環境を専門的に研究を行う
学部・学科を新設。学際系
の学部・学科が設置される

ケースが多い。

農学部

ＮＫ大学農学部環境資源学科
ＴＮ大学地球環境科学部

Ｍ大学生物資源学部共生環境学科

など

農学の専門分野の中で環境専
門または環境の視点も含めた
研究を行う学部・学科を設置し、
農学系の教員をそこへ配置。
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専門課程

一般教養課程
（共通教育課程）

１年次

４年次

３年次

２年次

１年次

２年次

３年次

４年次

大学における一般教養課程（共通教育）の仕組み

大学入学直後から、専門科
目を履修する前の段階まで
で、一般教養もしくは共通教
育として、カリキュラムの履
修を求めるケース。一･二年

次の学生が履修する。

専門科目の履修と並行して
一般教養もしくは共通教育
のカリキュラムの履修を求
めるケース。一年次から四
年次までの学生が履修する。

二
段
型

並
行
型

（く
さ
び
型
）

専
門
課
程

一
般
教
養
課
程

（
共
通
教
育
課
程
）
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一般教養課程（共通教育）で行われている環境に関する科目の例

法・経済・会計などの
専門的科目の設置

環境に関す
る極めて入
門的な科目

専門課程進
級を見通し
た科目

実験・測定
のスキルに
関する科目

①環境（T大）
②環境科学（C大）
③環境科学（M大）
④環境科学入門（K大）
⑤歴史環境論（N大）
⑥21世紀と人間の共存を問う（H大）
⑦環境問題概説（HK大）

⑬環境工学（C大）
⑭地球環境化学実験（Y大）
⑮環境生命科学実験（Y大）
⑯環境安全論（I大）

⑰地域環境保全学概論（N大）
⑱ｴﾈﾙｷﾞｰとｴﾝﾄﾛﾋﾟｰ（O大）
⑲国際環境・衛生論（O大）

⑧環境法Ⅰ/環境公法（HO大）
⑨環境政策学（Y大）
⑩環境行政概論（C大）
⑪環境会計論Ⅰ（HO大）
⑫安全・環境と社会（Y大）

特に理科系において、
求められる実験や測定
のスキルを扱うとともに、
専門課程で必要となる
知識について、扱ってい
る科目群。一部は一年
次で履修できるが、二年
次以上での履修を求め
る科目が多くなってくる。

一般教養型・入門的
な科目の設置

専門科目への導入的
な科目を意識

二年次以上での履修
が求められる

理科系特有のいわゆ
る実験系科目

内容が比較的高度で
専門教育的

入門の次の
段階の科目

一年次から履修できる
「環境」に関連した科目
群。扱うテーマは一般的
なもので幅広い。特に入
門科目で占められてい
る。一部オムニバス形式
で講義が行われる。

一年次から履修できる
科目もあるが、入門的な
科目に比べ、やや専門
に踏み込んだ内容を扱
う科目群。

文系・理系双方の視
点を持った講義が設

置される

一
般
教
養
の
特
徴
が
強
く
現
出

専
門
課
程
の
レ
ベ
ル
に
近
い

開講科目名 特徴（概要） 傾向



6

専門課程で行われている「環境」に関する科目の例

専門課程
への入門
的な科目

専門的な
科目

専門課程
への入門
的な科目

①経済政策論Ⅰ（R大経済）
②環境科学入門（A大）
③政策科学入門（A大）
④環境政策概論（A大）

⑬環境工学総論（N大理工）
⑭環境・技術者倫理（N大理工）
⑮地球環境科学（N大理工）
⑯環境の計画と技術（N大理工）

⑰自然環境論（N大理工）
⑱地球環境科学（N大理工）
⑲環境工学Ⅰ （N大理工）
⑳海洋および環境計測（N大理工）

⑤環境会計論（R大経済）
⑥環境政策論（R大経済）

⑦市場経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化と環境・貧困
問題（R大経済）
⑧環境経済学（A大環境）
⑨環境統計学（A大環境）
⑩環境影響評価論（A大環境）
⑪環境管理論（A大環境）
⑫環境関連法Ⅰ （A大環境）

総論的な内容で、主
として１年次の学生
に対して履修を求め
ている。

専門科目ではあるが、
入門的な内容を扱っ

ている。

専門科目ではあるが、
理科系に進学した学
生への入門的な内容

を扱っている。

専門分野として環境
を扱う科目。

専門的な
科目

総論的な内容で、主
として１年次の学生
に対して履修を求め
ている。

２年次以降で履修で
きるようになる科目
が多い。専門の初期
的なレベルから、高
度な段階の内容ま
で、広くカバーしてい
る

環境会計・環境経済・
環境影響評価といっ
た専門分野の中で環

境を扱う科目。

文
科
系
の
専
門
課
程

理
科
系
の
専
門
課
程

開講科目名 特徴（概要） 傾向

２年次以降で履修で
きる科目が多い。
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環境系の学部・学科（Ａ大学環境学部環境政策学科）における「環境」の履修の例

教養科目（40単位）

環境と倫理(2)
暮らしの中の法律(2)
経済学入門(2)
コンピュータ演習(1)
英語科目群（12）

歴史上の環境問題(2)
文章表現法(2)
心理学概論(2)
憲法(2)
経済政策(2)
人間関係論(2)
社会学概論(2)
社会思想史(2)
基礎数学(2)
基礎物理学(2)
基礎化学(2)
基礎生物学(2)
コンピュータ概論(2)
科学技術史(2)
自然災害科学(2)
保健体育系科目群
第二外国語科目群

必修科目（19単位）

選択科目（21単位）

専門科目（84単位）

必修科目（41単位）

環境科学入門(2)
政策科学入門(2)
人口・食料論(2)
環境政策概論(2)
民法Ⅰ(2)
環境経済学(2)
環境生態学(2)
産業環境論Ⅰ(2)
大気環境学(2)
環境統計学(2)
統計処理演習(1)
水環境学(2)
環境影響評価論(2)
環境管理論(2)
環境関連法Ⅰ(2)
地方自治論(2)
廃棄物処理・ﾘｻｲｸﾙ論(2)
環境情報処理方法論(2)
土壌環境学(2)
環境科学演習(1)
環境政策演習(1)
環境政策特別講義(2)

選択科目（43単位）

環境経営学(2)
環境政治(2)
環境外交論(2)
環境文化論(2)
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論(2)
国際開発援助論(2)
国際環境論(2)
地球環境科学(2)
環境化学(2)
資源ｴﾈﾙｷﾞｰ論(2)
自然保護概論(2)
環境植物学(2)
行政法Ⅰ(2)
行政法Ⅱ(2)
地球環境論(2)
民法Ⅱ(2)
市民環境活動論(2)
産業環境論Ⅱ(2)
環境教育論(2)
環境社会学(2)
環境微生物学(2)
生態毒性学(2)
環境関連法Ⅱ(2)
都市計画論(2)
環境景観論(2)

環境福祉論(2)
環境心理学(2)
社会調査法(2)
環境倫理学(2)
生活環境学(2)
環境ﾌｨｰﾙﾄﾞｽﾀﾃﾞｨⅠ(1)
環境ﾌｨｰﾙﾄﾞｽﾀﾃﾞｨⅡ(1)
キャリア形成講座(2)
インターンシップ(2)
ビオトープ論(2)
卒業研究(4)
上級英語科目群

（ ）内は単位数
環境と関連する科目
その他の科目

教養科目には環境に関する
科目が少ないが、専門課程
で、必修・選択の両方で環境
系の科目が大幅に増える。

↓

環境系の学科で専門
課程に重点を置く事例

50分授業を１時間と換算
講義：15時間の授業で１単位
演習：30時間の授業で１単位
実習：45時間の授業で１単位
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一般の総合大学（Ｎ大学経済学部・理工学部）における「環境」の履修の例

経済学部

基礎科目群
哲学(2)
倫理学(2)
歴史学(2)
文学(2)
日本語表現(2)
法学(2)
社会学(2)
政治学(2)
地理学(2)
心理学(2)
文化人類学(2)
物理学(2)
生物学(2)
科学史(2)
メディア論(2)
映像文化論(2)
日本国憲法(2)
比較宗教文化論(2)
地球科学(2)
先端科学(2)
地域と文化A~D (2)
外国語科目群
保健体育科目群
専門教育科目群

総合教育科目（42単位） 専門科目（選択）

理工学部

専門科目（選択）

都市環境管理論Ⅰ(2)
都市環境管理論Ⅱ(2)
都市環境論Ⅰ(2)
環境経済論Ⅱ(2)
地球環境論Ⅰ(2)
地球環境論Ⅱ(2)
地球環境論Ⅰ/特論Ⅰ(2)
（自然科学系）
ISO理論・実務Ⅱ(2)
エネルギー資源論Ⅰ(2)
エネルギー資源論Ⅱ(2)
経済学科群(2)
産業経営学科群(2)
学部共通群(2)

総合教育科目（54単位）

国語国文学Ⅰ・Ⅱ(2)
歴史(2)
倫理学(2)
哲学(2)
国語表現法(2)
日本の文化(2)
歴史環境論(2)
異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論(2)
科学・技術と人間(2)
法学(2)
日本国憲法(2)
心理学(2)
社会学(2)
経済学(2)
知的所有権論(2)
産業・組織心理学(2)
経営学(2)
科学技術氏(2)
地球環境化学(2)
生態学(2)
情報科学(2)
地理学(2)
自然環境論(2)
生物学(2)
健康化学(2)
教養ゼミナール(2)
総合講座(2)
外国語科目群
保健体育科目群
基礎教育科目群

歴史環境論(2)
自然環境論(2)
地球環境化学(2)
環境循環工学(2)
環境工学基礎(2)
環境工学総論(2)
環境・技術者倫理(2)
環境科学(2)
環境化学(2)
海洋及び環境計測(2)
地球環境科学(2)
環境工学Ⅰ(2)
環境の計画と技術(2)

（ ）内は単位数
環境と関連する科目
その他の科目

90分授業を１時間と換

算
講義：15時間の授業で

１単位
演習：30時間の授業で

１単位
実習：45時間の授業で

１単位

教養課程では環境に関する
科目が少なく、専門課程で
環境に関連する専門科目を

履修できる。

↓

専門課程で環境を取り
入れている事例

総合教育科目（一般
教養課程）の中で、
環境を扱っている科
目の数は非常に限

られている
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一般の総合大学（Ｒ大学経済学部）における「環境」の履修の例

全学共通カリキュラ
ム929科目中、多数

の「環境」に関する
科目を提供している

歴史と現代(2)
茶・虎そして人(2)
多文化の世界(2)
現代社会と法(2)
企業と社会(2)
現代社会とツ－リズム(2)
情報と倫理(2)
歴史学の批判性(2)
都市アメニティ論(2)
世界経済と日本(2)
個人と社会(2)
経営学の世界(2)
現代社会と環境(2)
平和と安全保障(2)
都市と政策(2)
都市と新しい社会運動(2)
文学と人間(2)
文学と社会(2)
心の健康(2)
パーソナリティの心理(2)
対人関係の心理(2)
スポ－ツの科学(2)
自然環境と人間(2)
物質の科学(2)

行動の科学(2)
人類の進化(2)
地球の理解(2)
情報科学入門(2)
生物の多様性(2)
都市環境と人(2)
地球環境の未来(2)
都市と野鳥(2)
生命のしくみ(2)
自然保護最前線(2)
武蔵野の自然(2)
心のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰを考える(2)
体験学習：環境と人間(2)
身近な環境問題(2)
放送８０年(2)
企業の社会的責任と
リーダーシップ(2)
科学技術の発展(2)
教育環境を考える(2)

講義科目
環境政策論(2)
環境経済学１(2)
環境経済学２(2)  
都市政策論１(2)
都市政策論２(2)
開発経済学(2)
国際経済政策論（2）
環境会計論（2）
国際経営論（2）
中国経済政策論（2）
地方財政論（2）

すべて選択科目（環境関連のみ抽出）

全学共通カリキュラム（教養課程に相当） 経済学部専門科目

選択科目（環境関連のみ抽出）

教養課程で環境に関するさまざまな基
礎的科目を提供。また専門課程でも環
境に関連する専門科目を履修できる。

↓

教養課程と専門課程でバランス
よく環境を取り入れている事例

90分授業を１時間と換算
原則、15時間の授業で２単位

（ ）内は単位数

ゼミナール科目
市場経済のグローバル
化と環境・貧困問題（4）
都市環境と地域政策
（4）
近未来の都市と大学の
環境をデザインする（4）
アジアをめぐる諸問題
に関する研究（4）
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大学における環境についての学びのステップ（案）

卒
業
後
、
就
職
（
進
学
）
へ

大学におけるＥＳＤ（持続可能な
開発のための教育）に関する学

習をすすめる部分

専門課程において、専門的な学
習をすすめる部分

教養課程
で実施

教養課程および専門課程
の導入科目、一部の専門

科目等で実施

専門課程
／大学院
で実施

「環境」と専門分野の
関係性やつながり

についての理解・把握

環
境
に
つ
い
て
の
基
礎
的
な

理
解
・
認
識
を
深
め
る
機
会

各
専
門
分
野
に
つ
い
て
の
学
習

各専門が持続可能な
開発にどのように貢献
するかについての認識

どの段階を強化することが、環境人材育成に効果があるか？

大
学
へ
入
学
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東京大学
教養課程重視
●教養課程（入学次～２年生前半まで）の学生を
対象とした教養教育を重視。
大学院にSDコースを設置

●研究者や高度専門職業人の養成を目的に高
度な専門教育を行うシステムを導入・展開。
●特に新領域創成科学研究科に「サステイナビリ
ティ学教育プログラム」（修士課程）を設置。

鳥取環境大学
全学を挙げた環境学への取り組み
●学部をおかず、環境に関連した学科のみで大
学教育を構成している：「環境政策学科」、「環境
デザイン学科」、「情報システム学科」

大学での先駆的な環境人材育成（１）

全学で環境学にアプローチ

一般教養課程で「環境」を扱う

大学院に環境学のコースを設置

愛媛大学
文科省「現代ＧＰ」による環境教育の推進
●環境教育の理論や地域から地球規模の環境・
経済・社会問題を学ぶことのできる講義、フィール
ド調査など、指導者養成講座を実施し、修了生に
は環境教育指導者資格を認定。
●NPOとの連携、社会人聴講生の受け入れ、公

開講座の実施などを推進。

一般教養課程で「環境」を扱う

現代ＧＰの枠組み活用
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大学での先駆的な環境人材育成（２）

岡山大学
ＵＮＩＴＷＮ／ユネスコチェアプログラム
●ESD推進と国際環境専門家の育成を目的とし

てたユネスコチェアの設置。
●国連が提唱する｢ESD｣に即し、英語による留

学生特別プログラムを実施。
ＥＳＤの地域拠点（ＲＣＥ）との連携
●岡山ＥＳＤ推進協議会の運営、ＥＳＤシンポジウ
ム・セミナーの開催、岡山大学でのＥＳＤ教育プロ
グラムの構築、大学院生による中学生への環境
学教育実習などを展開。
魅力ある大学院教育イニシアチブの推進
●海外研修などの機会を利用して国連機関など
で国際的に活躍することができる環境の専門家
の育成を目指している。

海外の枠組み（ユネスコ）の利用

ＲＣＥの枠組みに参加

文科省のプログラム活用

岩手大学
現代ＧＰによるＥＳＤ教育の推進
●国連が提唱する｢持続可能な開発のための教
育の１０年｣を教養教育に取り入れ、１～４年次ま
での講義や演習などで、サステイナビリティーに
ついての理解や体験ができるカリキュラムを開発。
●現代ＧＰの枠組みを活用し、教養教育の改革を
推進中。現代ＧＰの枠組み活用

一般教養課程で「持続可能性」を扱う
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北海道大学
環境系大学院での教育を重視
●環境科学院・地球環境科学研究院などで環境
学の教育・人材育成と研究に力を入れている。
●環境問題解決をめざした研究者や高度専門職
業人の育成を図っている。

大阪大学
非環境系の大学院に共通教育科目を導入
●学際融合的な教育研究を支援する組織として
「学際融合教育研究プラットフォーム」を設置。
●環境を冠していない大学院に対しても、サステ
イナビリティ･サイエンス研究機構が全学の大学
院の共通科目として「サステイナビリティ学先導２
科目」（大学院高度副プログラム）を提供している。
●大学院に副専攻を設置する予定。

大学での先駆的な環境人材育成（３）

実務型大学院（ビジネススクールなど）
●マーケティング・CSRなどといった、環境に関連
のある基礎科目や専門科目を設置して対応。
（慶応大学・名古屋商科大学など）

大学院に副専攻を設置（予定）

大学院の共通教育科目に「環境」を導入

環境系の大学院の設置

実務型教育で「環境」を扱う
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先駆的取り組みのまとめ

学部・学科レベルでの教育

全学での取組
専門課程として環
境系学部・学科・
履修コースを設置

一般教養課程重視

日本では鳥
取環境大学
などに見られ
るモデル。全
学生を対象に、
全在学期間
を通じて環境
のプログラ
ム・体験機会
などを提供す
るアプローチ。

一般教養課
程を重視する
モデル。教養
課程・科目で
環境に関する
講義やカリ
キュラムを提
供するアプ
ローチ。基本
的に全学生を
対象としてい
る。

専門的な知
識・技能の習
得を目的とす
るモデル。学
部・学科・履
修コースを設
置し、環境教
育を実施する。
多くの環境系
の学部・学科
がこれに該当
する。

早稲田大学
人間環境科学科

鳥取環境大学

岩手大学

慶応大学
ＳＦＣ

愛媛大学

法政大学
人間環境学部

大学院レベルでの教育

環境系大学院
の設置

大学院に環境系
履修コースを設置

教養的「環境」学 実務系教育

環境専門家
を育成するア
プローチ。対
象は少数だ
が内容は分
化・高度化さ
れ、技術志向
が強くなる。
環境系大学
院の基本的
なモデル。

環境に関する
知識やスキ
ルなどを専門
的に扱う専攻
科の設置。人
文・社会科学
領域の大学
院では、履修
コースとして
設置する事例
がある。

非環境系専
攻で環境に
関するプログ
ラムを提供し、
専門の知識
に環境の知
識を付加して
いく試み。

東京大学

専門職
大学院

北海道大学

東京学芸大学

大阪大学

実務に特化
した知識（ビ
ジネス・経営
など）の習得
の中で環境
を取り上げ
るアプロー
チ。

専攻した主専
攻以外に、副
専攻として別
の学問領域
の履修を図る
アプローチ。
学際的で幅
のある理解や、
他の分野の
分析手法を
理解する目的
に基づく。

副専攻

横浜国立大学

立教大学岡山大学
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視点

一般教育課程（１・２年次生対象）での環境人材育成

一般教育課程に、どのようなプログラム・仕組みを導入すべきか？

環境系の大学・大学院での環境人材育成

環境人材育成のための大学と企業の連携

大学・企業が連携して環境人材育成を行うには、どんな工夫が必要か？

環境系の大学・大学院では、どのようなプログラムが効果的か？

環境人材育成のための大学と企業の連携

大学間ネットワークは環境人材育成にどのように寄与できるか？


